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丹波篠山市気候非常事態宣言の概要 
 

１ 宣言の背景 

（１）地球温暖化について 

  地球は、太陽からのエネルギーによって温められ、その熱のほとんどを宇宙空間に放出していま

す。大気中にある二酸化炭素などの温室効果ガスは、地表から放出される熱を吸収し、地球上の平

均気温を生物が快適に暮らすことのできる温度に保つ役割を果たしています。 

  産業革命以降、二酸化炭素の大気中の濃度が約 40％上昇するなど、温室効果ガスの量が増加し、

気温が上昇し続けています。このような状況を「地球温暖化」といいます。 

  気候変動に関する政府間パネル(IPCC)は、2014 年に取りまとめた第 5 次評価報告書統合報告書

において、気候システムの温暖化については疑う余地がなく、その原因は人為起源の温室効果ガス

の排出である可能性が極めて高いと報告しています。また、化石燃料を今のまま大量に消費し続け

れば、2100 年ごろまでに最大 4.8℃上昇すると予測しています。一方で可能な限りの温暖化対策を

実施した場合、気温の上昇は 2℃未満に抑えられると予測されています。 

  地球温暖化は、海面の上昇、熱波や干ばつ、大雨やそれによる洪水、農業生産の減少など、私た

ち人類だけでなく地球に住む動植物などの生態系にも影響を及ぼします。 

  温室効果ガスの排出量がこのまま増え続ければ、地球の自然環境が大きく損なわれるおそれがあ

ります。それは、地球が長い時間をかけて育んできた環境を、人類がわずかな期間で壊してしまう

ということであり、何としても防がなくてはなりません。 

丹波篠山市においても災害発生リスクの上昇や特産物の収穫減少など、私たちの生活を脅かす極

めて深刻な問題です。丹波篠山市がこれからも魅力にあふれ、私たちや子どもたちがこれからも安

全に住み続けられるまちであるために、一人ひとりがこの問題を認識し、「今すぐ」取り組み始める

必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

（別紙） 

温室効果ガスと地球温暖化メカニズム 

出典：全国地球温暖化防止活動推進センターHP 

1950～2100 年までの気温変化（観測と予測） 

出典：全国地球温暖化防止活動推進センターHP 
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（２）持続可能な開発目標（SDGs） 

  2015 年にニューヨーク・国連本部で開催されたサミットで採択された「持続可能な開発のため

の 2030 アジェンダ」において、「持続可能な開発目標（SDGs）」が掲げられました。SDGs は、2030

年までに持続可能でよりよい社会を実現するための国際社会共通の目標で、17 のゴールと 169 の

ターゲットで構成されています。SDGs が目指す持続可能な社会を実現するためには、地球温暖

化・気候変動問題への対応が不可欠であり、世界中で行動が求められています。 
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（３）地球温暖化の丹波篠山市への影響 

 ① 気温の変化 

  丹波地域における年間平均気温は寒暖を繰り返しながらも上昇する傾向が見られ、過去 40 年間

の長期変化傾向（トレンド）（図中の灰色破線）では、1.74℃上昇しています。 
 

     
柏原気象観測所（兵庫県丹波市柏原町母坪）における年間平均気温偏差の推移 

 

 ② 霧の発生日数 

  丹波篠山地域は、盆地特有の昼夜の寒暖差が大きい内陸性の気候で、秋から冬にかけて発生する

｢丹波霧｣は、丹波黒大豆など豊かな農作物を育みます。しかし、近年は霧の発生日数が徐々に減少

しており、影響が危惧されます。 

   
豊岡特別地域気象観測所（兵庫県豊岡市桜町）における年間の霧発生日数 
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（４）市内の温室効果ガス排出状況 

  環境省が定める「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル」等に基づき、市

内の温室効果ガス排出状況を算定しました。 

  基準年（2013 年度）における温室効果ガス排出量は 376.7kt-CO2 であり、産業部門が約 42％と

最も多くを排出しています。 

 

※業務その他部門は、事務所・ビル、商業・サービス業等に伴うもの 

 

 

  

産業部門
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２ 削減目標 

  2030 年に向けた温室効果ガスの削減目標について、菅前内閣総理大臣は、政府の地球温暖化対策

推進本部の会合で 2030 年に向けた温室効果ガス排出量の削減目標を 2013 年度比で 46％と表明し

ました。さらに、50％の高みに向けて挑戦を続けていくと強調しました。また、兵庫県では本年 3

月、「兵庫県地球温暖化対策推進計画」を改定し、「2050 年二酸化炭素排出量実質ゼロ」をゴールと

して、各部門で温室効果ガス排出量削減に向けた取り組みを進め、2030 年度に 35%削減（2013 年度

比）することを目標としています。 

  丹波篠山市においても、国や兵庫県の取り組み、市独自の取り組みなどにより、各部門で効果的

に温室効果ガス排出量を削減し、長期的には 2050 年温室効果ガス排出量実質ゼロ（ゼロカーボン）

を目標とし、短期的には 2030 年度に市全体で 36.2%以上の削減（2013 年度比）を目標として取り

組んでいきます。 

なお、削減目標については、今後の国や兵庫県の動向、脱炭素技術のイノベーションの進展等の

状況を踏まえ、必要に応じて見直しを行っていくとともに、「地球温暖化対策の推進に関する法律」

の規定に基づく「地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」を早期に策定し、計画的に削減に向けて

取り組んでいきます。 

 

（１）2030 年度に向けた削減目標 
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（２）2050 年度ゼロカーボンに向けたイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2013 年度、2017 年度は実績値。2030 年度は兵庫県の部門別削減目標を考慮した見込み。 

2050 年度はゼロカーボンへのイメージ。 

※凡例詳細 

・「総排出量」 

…環境省マニュアルをベースに市で算定した市域から排出される温室効果ガス排出量 

   ・「吸収源による削減効果」 

…市域の人工林及び天然林の炭素貯留による温室効果ガスの削減効果 

    ・「実質排出量」 

…「総排出量」から「吸収源による削減効果」を引いた実質的な排出量 
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３ 削減目標達成に向けた丹波篠山市の方針と重点的な取り組み 

2050 年ゼロカーボンの実現には、市民、事業者、行政が一体となって二酸化炭素の排出削減のた

めに取り組んでいく必要があります。丹波篠山市は、まずは自らがその模範となるよう率先して取

り組み、さらに各主体の取り組みを促進・支援することで、市全体の二酸化炭素排出量の削減に貢

献していきます。 

なお、取り組み内容は、今後の革新的な技術開発（イノベーション）等により適宜見直し、充実

させることで脱炭素化を加速させます。 

 

○方針１ 

2050 年ゼロカーボンの実現に向けて、エネルギーをつくり、かしこく使うまちを目指し

ます。 

2050 年ゼロカーボンの実現のためには、太陽光や風力など、二酸化炭素を発生させないクリーン

なエネルギー（再生可能エネルギー）の導入が不可欠です。市域にある資源を最大限に活用してエ

ネルギーを創り出すとともに、エネルギーの使用をできるだけ少なくするライフスタイルへの転換

を進めていきます。 

 

【温室効果ガス排出量 2050 年実質「ゼロ」の実現】 

①再生可能エネルギーの最大利用 

（主な取り組み） 

・太陽光発電の積極導入 

・木質バイオマスの有効利用 

 

市域で利用可能な再生可能エネルギーとしては、主に太陽

光、太陽熱、風力、バイオマス、水力があります。ゼロカ

ーボン実現のためにはこれらを効果的に最大限利用してい

く必要があります。特に現在の技術でコストに見合う効果

が期待できる太陽光と木質バイオマスの利用を進めていき

ます。その他についても、継続的な情報収集と調査研究に

努め、最大限利用できるよう進めていきます。 

 

 

②エネルギー消費の削減 

（主な取り組み） 

・省エネ機器の積極導入 

・省エネ・節電の推進 

・エコカーの普及促進 

・商業施設の深夜営業の制限 

・農産物の地産地消の推進 
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市域で利用されるエネルギーは、電力、石油、ガスなど、

主に化石燃料に由来するものです。二酸化炭素の排出削減

のためには、使用するエネルギーの節減に努める必要があ

ります。近年の技術革新による省エネ機器の積極導入や節

電、朝、昼、夜それぞれの時間帯にふさわしい活動、農産

物の近場での購入など、一人ひとりの心がけと実践がエネ

ルギーの節減につながります。 

 

 

○方針２ 

ごみを減らし、資源としてうまく循環させるまちを目指します。 

私たちが生活していくうえでごみは必ず発生します。ごみの収集や処分には多くのエネルギーが

必要とされ、焼却に伴い二酸化炭素も発生するため、温暖化対策としてごみの減量化は重要です。

モノの買い方や使い方、適切な分別によって、焼却されるごみの量を極力抑えることができます。

ごみではなく資源として、うまく循環させるまちとなるよう取り組んでいきます。 

 

【プラスチックごみ「ゼロ」の実現】 

①プラスチックごみの削減 

（主な取り組み） 

・マイバッグ・マイボトルの推進 

 

レジ袋や容器などのプラスチック製品は、ポイ捨てされる

と海へ流出し、海洋プラスチックごみとなって海の生態系

に大きな影響をもたらします。加古川、武庫川、由良川の

三河川の源流域に位置する丹波篠山市として、プラスチッ

クをごみとして下流域に流さない責任は重大です。マイバ

ッグやマイボトルの利用など、使い捨てられるプラスチッ

ク（ワンウェイプラスチック）を発生させないライフスタ

イルへの転換を促します。 

 

②プラスチックごみの資源循環 

（主な取り組み） 

・小売店による資源回収の促進 

・プラごみ一括回収の調査検討 

 

今や私たちの生活に欠かせないプラスチックも焼却するこ

とのないよう、資源として回収し、循環させることが必要

です。プラスチックを用いて商品を販売する小売店などと

も協力し、資源として回収できるよう努めていきます。 
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【ごみを出さない暮らしの実現】 

①ごみの削減 

（主な取り組み） 

・食品ロスの削減推進 

 

「食品ロス」とは、未使用の食材や食べ残しなど、本来で

あれば食べられるのに捨てられた食品のことです。日本で

は１人あたり「お茶碗１杯分」に相当する約 139 グラムの

食べものが毎日捨てられていると推計され、その多くは燃

えるごみとして焼却処分されています。「もったいない」の

気持ちで大切な食べものを無駄にすることがないよう取り

組んでいきます。 

 

②ごみの資源循環 

（主な取り組み） 

・雑紙の資源化推進 

・生ごみの堆肥化推進 

・適切な分別の周知啓発 

 

雑紙や生ごみなどごみとして燃やしてしまえば二酸化炭素

を発生しますが、分別すれば古紙や堆肥など資源と利用す

ることができます。できるだけ燃やすごみとならないよう

適切な分別の周知啓発と資源としての回収、活用策の調査

研究に努めます。 

 

 

○方針３ 

豊かな自然環境のもとで人と生きものが共生するまちを目指します。 

丹波篠山には多様な生きものが生息しています。気候変動はこれら生きものの生息環境にも影響

を及ぼします。豊かな生物多様性は、気候変動による影響を緩和し、もとの自然環境に戻してくれ

る調整機能を持ちます。生きものが生息できる環境を保全するとともに、獣害対策など、人と生き

ものが適度な距離間で共生できる環境づくりを進めていきます。 

 

【人と生きものが共生できる環境づくり】 

①生きものの生息環境の保全 

（主な取り組み） 

・ふるさとの川・水路づくりの推進 

  ・自然環境に配慮した農業の推進 

  ・耕作放棄地のビオトープ利用 
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生きものを保全するためには、生きものの生息に適した環

境を保全していく必要があります。河川や農業用水路の整

備においては、石や木材などの自然素材を用いたり、草が

生えやすい環境を保全するなど、水辺の生きものの生息に

配慮した整備を進めます。また、農業においては、化学肥

料や農薬の使用量をできるだけ減らし、堆肥や生きものに

よる生態系サービスを最大限に活かした環境への負荷の少

ない農業を推進します。 

 

②野生生物の保護・管理 

（主な取り組み） 

 ・獣害対策の推進 

 ・外来生物対策の推進 

 

気候変動により野生鳥獣の生息環境が変わると、頭数の異

常な増減や、人の生活圏との交錯による、農作物への獣害

などが問題となります。人と生きものが適度な距離間で共

生できるよう、野生生物の保護や管理、獣害対策に取り組

んでいきます。 

 

 

 

○方針４ 

災害による被害を軽減するまちを目指します。 

温室効果ガスの削減に向けて世界的に取り組まれていますが、最大限に実施したとしても気候変

動による災害を完全に避けられるものではありません。災害が発生した場合でもできるだけ被害を

軽減できるよう、備えを充実させます。 

 

【災害に備えたまちづくり】 

①災害による被害軽減 

（主な取り組み） 

  ・防災マップの見直し、配布 

  ・砂防施設等の整備・促進 

 

災害による被害を軽減するため、防災マップ等による危険

箇所の事前把握と、砂防施設などのハード面の備えの両輪

で進めていきます。 
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②災害発生時の備えの充実 

（主な取り組み） 

 ・避難所の資機材備蓄・充実 

 

被災者が避難所で安心して過ごせるよう、備蓄品の充実に

努めます。 

 

 

【グリーンインフラの有効活用】 

①ピーク流出量抑制による洪水被害の軽減 

 （主な取り組み） 

・ふるさとの川・水路づくりの推進（再掲） 

・田んぼダムの推進 

  ・ため池貯留の推進 

  ・耕作放棄地のビオトープ利用（再掲） 

  ・駐車場の緑化推進 

 

田んぼやため池に雨水を一時的に貯留させたり、川や水路

の底をコンクリート化せず、水を地下に浸透させること

で、大雨の際に河川水量が急激に変化することを緩和さ

せ、洪水を防ぐことが期待されます。上流域に位置するま

ちの責務として、自然の働きを積極的に活用し、災害リス

クを低減させる施設整備を進めていきます。 

 

②森林の水源かん養機能の保全 

 （主な取り組み） 

 ・ふるさとの森づくりの推進 

 ・竹林整備の促進 

 

豊かな森林は、温暖化の原因となる二酸化炭素を吸収するだ

けではなく、雨水を貯留し、河川へ流れ込む水の量を平準化

して洪水を緩和する機能を持ちます。また、雨水が森林土壌

を通過することにより、水質が浄化され、ミネラル分が豊か

な海洋環境の形成にも貢献しています。上流域のまちとし

て、これらの森林が持つ機能を十分に発揮できるよう、間伐

や植林、森林を侵食する竹林の整備促進等、豊かな森づくり

を進めていきます。 
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○方針５ 

みんなが気候変動を正しく理解し、積極的に行動するまちを目指します。 

気候の危機的な状況を乗り越えるためには、市民、事業者、行政など、様々な主体が気候変動の

影響を正しく理解し、二酸化炭素の排出削減に向けて積極的に行動する必要があります。市は気候

変動対策を進めるとともに、各主体への普及啓発や連携強化に努めます。 

 

【積極的に行動する人財づくり】 

①気候変動対策に取り組む人の育成 

（主な取り組み） 

  ・気候変動について学べる機会の創出 

  ・省エネ行動の普及啓発 

 

気候変動対策は、一人ひとりの小さな取り組みの積み重ね

が大きな効果を生み出します。正しい情報提供と普及啓発

に努め、対策に取り組む人があふれ、活躍できるまちづく

りを進めます。 

 

②気候変動対策に取り組む関係づくり 

（主な取り組み） 

  ・事業者や団体等との連携強化 

  ・情報共有の場の設置 

・協働による取り組みの支援 

 

市内の温室効果ガス排出量の３分の２を産業部門及び業務部

門が占めます。これらの部門の排出量は生産量や売上等、事

業活動の状況に大きく左右される複雑なものです。事業活動

を縮小させることなく、効果的に排出量を削減できるよう、

事業所間の連携を強化し、情報共有の場や協働による取り組

みを促進、支援します。 
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【関係する SDGs の目標】 

2050 年ゼロカーボンの実現に向けた取り組みにより、主に下記の SDGs の目標の達成を目指しま

す。 

 


